建設工事請負契約書作成の手引き

渋川土木事務所
最終更新：令和７年１２月１２日

　渋川土木事務所が発注する建設工事の受注者は、この手引きを参照して契約書を作成してください。
  様式は、群馬県庁ホームページからダウンロードできます。
   《http://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/10973.html》

１　建設工事請負契約書（群馬県建設工事執行規程）

	該当条項
	記入内容及び補正内容等

	収入印紙

	　発注者が保管する契約書１通に、印紙税法において定められた金額の収入印紙を貼付し、請負者のみが消印します。
　H26.4.1からR9.3.31までの間に作成される建設工事請負契約書に係る印紙税の税率は軽減されています。


	１　工事名

	　工事名は、指名通知書の「調達案件名称」の補助（単独）公共から路線名（河川名）の前までを記載します。
　（例）　単独公共　道路維持修繕事業（緊急路面改善）

	２　工事場所

	　工事場所は、指名通知書の「調達案件名称」の路線名（河川名）以下を記載します。
　（例）　主要地方道　渋川大胡線　渋川市○○地内

	３　工期

	　『契約日』～『指名通知書の工期』
　※フレックス工期による契約方式の実施対象工事にあっては、工事開始期限日　
　　及び工事完成期限日の範囲内で選択した期間


	４　請負代金額

	１　請負代金額の欄には、入札金額に消費税及び地方消費税額を加算した金額を　記載します。
２　消費税及び地方消費税額を（　）内に記載します。


	５　契約保証金

	１　契約保証金は、債務不履行の事態が発生した場合に発注者が受ける損害を補　填するため、契約の締結にあたり契約金額の１０％以上を納付していただくも　のです。
２　指名通知書に「無」とある場合は、「免除」と記載します。
３　契約保証金は、①現金の納付、
　　　　　　　　　②有価証券（国債及び地方債）の提供、
　　　　　　　　　③金融機関又は保証事業会社の保証、
　　　　　　　　　④公共工事履行保証証券による保証、
　　　　　　　　　⑤履行保証保険契約の締結
　　　　　　　　　のいずれかを選択することができます。
４　現金の納付、有価証券の提供、金融機関又は保証事業会社の保証を選択したときは、当該金額を記載します。
[bookmark: _Hlk216691851]５　公共工事履行保証証券による保証を選択したときは「免除（履行ボンド）」と記載します。
６　履行保証保険契約の締結を選択したときは「免除（履行保証保険）」と記載します。


	６　解体工事に　
　　要する費用
　　等

	１　請負額が５００万円以上で建設リサイクル対象資材（コンクリート、木材、アスファルト）を使用する工事及び請負額が５００万円以上で建設リサイクル対象資材が含まれる工作物等の取り壊しを行う工事は、「別紙のとおり」と記載し法第１３条省令第４条に基づく書面を約款の末尾に綴じ込みます。
２　当該工事が建設リサイクル法の対象工事でない場合（前項１に該当しない場合）は「対象外工事」と記載します。


	
	



	該当条項
	記入内容及び補正内容等

	７　建設発生土
　　の搬出先等
	１　工事現場から建設発生土を搬出する予定である場合は、「建設発生土の搬出先については設計図書に定めるとおり」と記載します。
２　建設発生土の搬出予定がない場合（前項１に該当しない場合）は、「該当なし」と記載します。
３　建設発生土の搬出については、設計図書の施工条件の明示に記載することとなっていますので、当該図書により搬出の有無を確認してください。


	記述文

	　次のとおり記載します。
　『上記の工事について、発注者と受注者とは各々対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
　本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有する。』


	契約締結日

	[bookmark: _Hlk216692113]　特に指示のない限り、落札通知日の翌日（土日祝日を除く。）を契約日とします。


	発注者
　住所・氏名

	（発注者が記載しますので、空欄でかまいません。）

１　知事が契約を締結する場合

　住所　前橋市大手町１－１－１
　氏名　群馬県知事　氏名

２  所長が契約を締結する場合

　住所　群馬県渋川市金井３９５番地
　氏名　群馬県渋川土木事務所長　氏名


	受注者
　住所・氏名

	　住所　入札参加資格者名簿に登録した住所
　氏名　商号　役職名　代表者氏名

　を記載し、代表者印を押印します。


	綴じ方

	[bookmark: _Hlk216692234]１　①契約書
　　②約款
　　③法第１３条省令第４条に基づく書面
　　　（「解体工事に要する費用等」に「別紙のとおり」と記載した場合）
　　④設計書（１次単価表まで）
　　⑤施工条件明示
　　⑥本工事に適用される要領等にかかる特記事項
　　⑦各種特記仕様書
　の順で綴じ込み、表面及び裏面の袋とじ部分に割印を押してください。
２　図面、位置図は添付しないでください。
３　図面と現場の不一致を減らすためのチェックシート①及び現場の不一致を減らすためのチェックシート②は、契約書に綴じないでください。


	
	




２　建設工事請負契約約款（群馬県建設工事執行規程）

　契約約款の作成については次のとおりです。ここに記載のない条文の削除は行わないでください。
　なお、令和７年12月12日に契約約款等が一部改正になっています。
改正後の契約約款の様式（ファイル）を設計図書等と一緒に掲示しています。
掲示した契約約款は、共通して行う加除部分（A・B選択等）をすでに行ってあります。
個別案件の内容に応じて行う部分は、次の説明書きを確認のうえ、忘れずに加除をお願いします。
なお、約款改正の内容は、基準通知システムに掲載済です。リンク先：1.技術基準（一般の方用）
　
	該当条項
	記入内容及び補正内容等

	文字、項、条の
加入、訂正、削
除の方法

	１　○字加入する場合は、「○字加入」と欄外に記載します。
２　○字訂正する場合は、「○字訂正」と欄外に記載します。
３　○字削除する場合は、「○字削除」と欄外に記載します。
４　項や条を加入、訂正、削除する場合も同様に、「第○条第○項削除」などと　記載します。
５　句読点、かぎ及び括弧等は字数に数えません。
６　「○字削除○字加入」等と記載した欄外箇所に訂正印を押します。

	（適正な労務費の確保等）
第３条の２

	１　（Ａ）を選択します。
設計図書と一緒に掲示した様式では（Ａ）を選択済みですが、念のため内容の
確認をお願いいたします。
　※余白に加除の記載・捨て印は不要です。

	（契約の保証）
第４条

	１　（Ａ）を選択します。
設計図書と一緒に掲示した様式では（Ａ）を選択済みですが、念のため内容の
確認をお願いいたします。

２　指名通知書で契約保証金について「無」とされた場合は、第４条の条文をＤｅｌ削除（ファイル条で削除）し、次のとおり記載してください。
　※余白に加除の記載・捨て印は不要です。
（記載例）　（契約保証）
　第４条（Ａ）　削除

	（下請負人の社会保険等加入義務等）
第７条の２

	（Ａ）を選択します。
設計図書と一緒に掲示した様式では（Ａ）を選択済みですが、念のため内容の確認をお願いいたします。
　※余白に加除の記載・捨て印は不要です。

	（現場代理人及
　び主任技術者
　等）
第１０条

	　次のとおりDel削除（ファイル上で削除）し、〔〕内を加筆します。

１　契約金額が4,500万円未満の場合
　（Ａ）［非専任の］主任技術者

２　契約金額4,500万円以上で、下請金額の合計が5,000万円未満の場合
又は下請の予定がない場合
　（Ａ）［専任の］主任技術者
　
３　契約金額4,500万円以上、下請金額の合計が5,000万円以上で、専任の監理技術者を配置し、監理技術者補佐は配置しない場合
　　（Ｂ）［専任の］監理技術者

４　契約金額4,500万円以上、下請金額の合計が5,000万円以上で、非専任の監理技術者を配置し、専任の監理技術者補佐を配置する場合
　（Ｂ）［非専任の］監理技術者
（Ｃ）監理技術者補佐（建設業法第２６条第３項ただし書に規定する者をいう。
以下同じ。）


	
	



	該当条項
	記入内容及び補正内容等

	（前金払）
第３５条第１項
	　令和６年１２月５日以降発注の工事は、フレックス工期・余裕期間指定による契約の場合に前払金の請求を契約工期の始期日（工事開始日）以降とする規定が廃止されましたので、この条項に文言を追加することはありません。


	（部分払）
第３８条第１項





	　部分払を請求することができる回数は次のとおりとし、第１項中の「工期中　○回を超えることができない。」に該当する数字を記入します。
　（この回数は、前金払を受けることを前提とした回数です。）
　※ファイル上で追記した場合は、余白に加除の記載・捨て印は不要です。


	
	
	請　負　金　額
	回　　　　数
	

	
	
	 １５０万円以下
	　　　支払わない
	

	
	
	 １５０万円を超え５００万円以下
	　    １回
	

	
	
	 ５００万円を超え１０００万円以下
	      ２回
	

	
	
	 １０００万円を超えるもの
	　　　３回
	

	
	
　前払金を受けない場合は、群馬県建設工事執行規程に定める回数としても差し支えありません（渋川土木事務所工事事務担当あてお問い合わせください）。


	第４０条～
　　第４２条
	１　通常の（債務負担行為によらない）契約
第４０条～第４２条の条項は不要です。設計図書と一緒に掲示した様式では条項を削除済み（Ｄｅｌ削除）ですが、念のため内容の確認をお願いいたします。
※余白に加除の記載・捨て印は不要です。


２　０県債の場合　
　次の赤字のとおりに条文を修正してください。
　
　（債務負担行為に係る契約の特則）
第４０条　前払金及び部分払金の請求時期は、令和〇年４月１日以降とする。
（債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払の特則）
第４１条　削除
（債務負担行為に係る契約の部分払の特則）
第42条　削除


	（契約不適合責
　任）
第４５条第１項

	　第４５条第１項は（A）を選択します。
　設計図書と一緒に掲示した様式では（Ａ）を選択済みですが、念のため内容の
確認をお願いいたします。
　※余白に加除の記載・捨て印は不要です。





３　各種請求書について

各種請求書において、インボイスに必要な項目を記載する場合には、「工事関係書類【統一化様式1～32】」エクセルファイル内のインボイス対応用の様式をご利用ください。
　※インボイスに必要な項目（登録番号や消費税率・消費税額等）の記載が必要かどうか　
は、受注者側にてご判断ください。（当事務所はどちらでも対応可能です。）
　　 ※様式は、別途ファイル「（渋土）建設工事請負契約に関しての提出書類（R7.12.12）」の一番最後に記載されたリンク先から入手できます。
